
こ の 資 料 の 見 方 （国民健康保険関係）

Ⅰ 国民健康保険事業状況

国民健康保険事業状況は国民健康保険法のうち、国民健康保険事業について平成 23 年度

における状況を収録したもので、保険者からの国民健康保険事業状況報告（事業年報）に

基づき、厚生労働省の「国民健康保険事業年報」が発行されるまでの間の速報値として編

集したものである。

また、表示未満については、四捨五入しているため、数値が一致しない場合がある。

１ 保険者

国民健康保険事業を運営し、保険料（税）を徴収し、保険事故が発生した場合には保険

給付の支給を行う。保険者には市町村と、知事の認可を受けて設立することのできる国民

健康保険組合とがある。

２ 被保険者

(1) 一般被保険者

国民健康保険被保険者のうち、次の(2)の退職被保険者等を除いた被保険者を言う。

(2) 退職被保険者等

退職者医療制度の対象者のことで、退職被保険者（本人＝老齢又は退職を支給の事

由とする被用者年金の受給権者であり、年金保険の加入期間が 20 年以上又は 40 歳以

後 10 年以上の者）と被扶養者に分けられる。

３ 一部負担金

被保険者が、保険医療機関から療養の給付を受けた時に支払う自己負担金のこと。

・一般被保険者、退職保険者等 3 割

・ 3 歳未満 2 割

・ 70 歳以上一般 2 割（平成 20 年 4 月から平成 26 年 3 月までは１割に据え置き）

・ 70 歳以上現役並み所得者 3 割

４ 他法負担分

(1) 他法優先分

結核予防法、精神保健法による公費負担医療が、国保に優先して行われる場合、そ

の負担額である。但し、平成 7 年 7 月診療分からは国保優先の仕組みに改められた。

(2) 国保優先分

被保険者の一部負担金部分について、障害者自立支援法、児童福祉法等により公費

で負担する場合の負担額を言う。



５ 入院時食事療養費、入院時生活療養費

入院時の食事および生活療養の費用について、「療養の給付」から切り離して、入院時

食事療養費、入院時生活療養費の給付として現物給付にて行われる。

６ 標準負担額

入院時食事療養費および入院時生活療養費における患者負担額。但し、一部負担金とは

別に計上される。

【入院時食事療養費】

① 一般 １食 260 円

② 市町村民税非課税世帯Ⅱで３ヵ月目までの入院 １食 210 円

③ 市町村民税非課税世帯Ⅱで４ヵ月目以降の入院 １食 160 円

④ 市町村民税非課税世帯Ⅰ １食 100 円

【入院時生活療養費】

① 一般（入院時生活療養(Ⅰ)） 〔食費〕１食 460 円 〔居住費〕１日 320 円

② 一般（入院時生活療養(Ⅱ)） 〔食費〕１食 420 円 〔居住費〕１日 320 円

③ 市町村民税非課税世帯Ⅱ 〔食費〕１食 210 円 〔居住費〕１日 320 円

④ 市町村民税非課税世帯Ⅰ 〔食費〕１食 130 円 〔居住費〕１日 320 円

７ 療養の給付

国保における原則的な医療給付であり、現物給付として行われる。また、その内容とし

ては、診療、薬剤又は治療材料の支給、処置、手術その他の治療、病院又は診療所への入

院等がある。

８ 療養費等

国保における補完的な医療給付であり、現金給付として行われる。支給を受けることが

できるのは、保険医療機関がない地域でり患した場合や、保険医療機関で現物給付をして

いない看護、移送を行った場合など保険者が療養の給付を行うことが困難と認められると

き、及び療養の給付を受けないことにつき、緊急その他やむを得ない理由によるものと保

険者が認めたときである。

９ 高額療養費

被保険者が受けた療養に係る患者負担額が一定の額を超えたとき、その超える額を保険

給付する制度及びその金額を言う。

１０ 療養諸費

療養給付費及び療養費等の合計。



１１ 診療費

診療（入院、入院外、歯科）に要した費用額。食事療養・生活療養、調剤、看護及び移

送に要する費用は含まれない。

１２ 受診率

１人当たり件数のことで、被保険者が１年間にどのくらいの頻度で医療機関にかかった

のかを示す指標（被保険者 100 人当たり）。

受診率＝ × 100

１３ 1 件当たり日数

1 件当たり日数 ＝

１４ 1 日当たり費用額

1 日当たり費用額＝

１５ 1 人当たり費用額

1 人当たり費用額＝

１６ 地域差指数

地域差指数＝

年間受診件数累計

年間平均被保険者数

年間日数累計

年間受診件数累計

年間診療費累計

年間日数累計

年間診療費累計

年間平均被保険者数

実績給付費

基準給付費とは･･･ 年齢階層ごとの全国平均 1 人あたり医療

給付費を当該保険者の年齢階層別の被保

険者数に乗じて得た額のこと。保険者間の

基準給付費の高低は、年齢構成の相違を反

映したものとなり、高齢化の進んでいる保

険者の方が基準給付費は高く算出される。

基準給付費



１７ 賦課方式

４方式･･････所得割額、資産割額、被保険者均等割額及び世帯別平等割額を合わ

せて課している場合

３方式･･････所得割額、被保険者均等割額及び世帯別平等割額を合わせて課して

いる場合

１８ 所得割の算定基礎

イ ······· 課税総所得金額（基礎控除） 

ロ ······· 課税総所得金額（各種控除） 

ハ ······· 市町村民税の所得割額 

ニ ······· 市町村民税額等 

ホ ······· その他 

１９ 資産割の算定基礎

イ ······· 固定資産税額等 

ロ ······· 固定資産税額のうち土地・家屋に係る部分の額 

ハ ······· その他 


